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本県の中核的金融機関であり、県民に最も身近な地域の銀行である足利銀行が平成

１５年１１月に破綻、一時国有化され、地域全体には大きな衝撃が走りました。

取引先である多くの中小企業はもとより、県民の間に金融仲介機能の不全による信用

の収縮と地域経済の混乱が懸念されたことから、県及び県議会並びに市町村、経済・産

業団体、金融機関、労働団体、消費者団体などを構成員とする「栃木県緊急経済活性化

県民会議」のもと、県民一丸となって、本県経済の活性化と県民生活の安定に向けた取

組みを進めてまいりました。

この間、国に対しては、昨年の５月と１１月に県、県議会とともに要望活動を行い、

まさに、足利銀行の問題が全県的な取組を要する最大の関心事であることを内外に示し

ました。

こうした中、足利銀行の再生が経営計画を上回る進捗を見せ、国の選定開始の３条件

を概ね満たしてきた今般、２年１０ヶ月を経てようやく本格的な足利銀行の最終処理が

始まったところであります。

これまでに前例のない預金保険法の３号措置の終了が、今後どのような形で行われる

かは、県民の最大の関心事であり、依然として厳しい経営環境に置かれている中小企業

者にとっては、将来を左右する重要な問題であることは申すまでもありません。

特に、出口に向けて、引き続き足利銀行の不良債権処理が進められる一方で、足利銀

行の将来の姿が具体的に見えない現在、県民の間には不安感が広がっております。

足利銀行は、多くの企業のメインバンクとして、また、労働者や消費者に身近な金融

機関として、本県経済の中で大きな役割を果たしており、県民生活の向上や県内経済の

発展のためには、受皿移行後の新銀行においても、本県の中核的金融機関としての機能

が維持されることが極めて重要であります。

このため、国においては、今後の「足利銀行の受皿選定」に当たり、地元の意見を十

分に尊重し、透明性の高い方法により、地域の中核的金融機関に相応しい受皿を選定さ

れますよう、特段の御配慮をお願い申し上げます。
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